
《参考資料４》これまでの行財政改革の取組みの概要

　　平成８年度以降、全国で最も厳しい改革を実行してきました。

　　その結果、累計額（事業費ベース）で約６，４８１億円の歳出を削減、抑制するとともに、約５，６４３億円の歳入を確保し、総額約１兆２，１２４億円の効果をあげました。

　　　これまでの行財政改革の主な取組実績
・平成８年１月　「大阪府行政改革大綱」策定

・平成９年３月　「大阪府行政改革推進計画」策定（平成１２年３月まで毎年策定）

・平成１０年９月　「財政再建プログラム（案）」策定

（１）歳出削減等の実績

・人員削減　２，９２６人 ・人員削減　３，７９９人 ・人員削減　１，５４２人 ・人員削減３，９３６人 ・人員削減　
約２９２億円 約３８０億円 約１５４億円 約６３億円

　　　（注）教職員定数改善計画に基づく増員は含まない 　　　（注）同左 　　　（注）効果額は大学・病院独法化による減等を除いて算出

・管理職手当等のカット ６億円 ・管理職手当等のカット ９億円 ・管理職手当等のカット ９億円 ・管理職手当等のカット、 ８億円 ・管理職手当等のカット ２億円
　　（９・10年度各３億円） 　　（11～13年度各３億円） 　　（14～16年度各３億円） 　特殊勤務手当等の見直し

　　　（注）知事等給与カットを含む 　　　（注）同左 　　　（注）同左及び支給割合の見直しを含む 　　　（注）同左及び支給割合の見直しを含む

・ベースアップ凍結 １５０億円 ・昇給停止　　　　　　　　　（４００億円） ・昇給停止　　　　　　　　  （４８０億円） ・昇給停止　　　　　　　    （４８０億円） ・昇給停止　　　　　　　    （４８０億円）
　　（９・10年度計） 　　（11～13年度の効果累計額） 　　（11～14年度の効果累計額） 　　（同左） 　　（同左）

・期末手当引き下げ ２４５億円 ・期末手当引き下げ １２５億円 ・期末手当カット １６２億円 ・期末手当カット　 ８１億円
    (11～13年度△0.55月） 　　（14・15年度計△0.3月） 　　（管理職△6％、その他△4％など） 　　（同左）

・特殊勤務手当見直し ７億円 ・超過勤務手当の縮減、 ２０億円 ・超過勤務手当の縮減 ５億円
　　（平年度ベース） 　通勤手当の支給方法の変更

・退職手当の見直し ６２億円 ・教職員の新たな給与制度の構築 ・教職員の新たな給与制度の構築
　　（計画期間内の年平均効果額） 　　（定時制通信教育手当、給料の調整額 　　（定時制通信教育手当、給料の調整額

・退職時特別昇給の廃止 １０億円 　　　産業教育手当、部活動手当の改定） 　　　産業教育手当、部活動手当の改定）

　　（同上） １２億円 ２４億円
・互助会補助金等の縮減 ３６億円
・非常勤特別嘱託員制度の見直し等 ・非常勤特別嘱託員制度の見直し等

２７億円 ３６億円
・給料表の改定 ２８０億円 ・給与水準（現給保障）の引下げ ３４億円 ・給与水準（現給保障）の引下げ ８８億円
　　（プラス較差に対するマイナス改定）

　　　　14・15年度改定の効果計【通年分】  

・給与構造改革による給与水準の ・財政収支において地域手当を10％と
  引下げ（昇給停止分） ４７億円  していることを踏まえた対応等 ８０億円

・事務事業見直し １７１億円 ・事務事業見直し ５９２億円 ・施策評価 ４１７億円 ・施策評価等 １６４億円 ・施策評価等 １１７億円
　　（出資法人の改革９億円を含む）

・シーリング ７５２億円 ・シーリング ６３８億円 ・建設事業の重点化 ２４０億円 ・建設事業の重点化 ２１３億円 ・建設事業の重点化 １５７億円
・公の施設改革 ２億円 ・出資法人の改革 ２３億円 ・出資法人の改革 １６億円 ・出資法人の改革 ８億円

　　　　　　　　　（一部再掲）

・公の施設改革 ８億円 ・公の施設改革 ４億円 ・公の施設改革 １億円
・経費節減 ２０億円 ・経費節減 １３億円

・主要プロジェクト凍結 ・主要プロジェクト凍結 ・主要プロジェクト見直し

計 (d)　約１，２８４億円

・平成１３年９月　「大阪府行財政計画（案）」策定（平成１６年１１月改定）

・平成１８年１１月「大阪府行財政改革プログラム（案）」策定
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(a)　約１，３７８億円

　　18年度改定の効果計【通年分】

(c)　約１，８３９億円

平成１９年度（当初）

(e)　約１，０７４億円

17年度改定【通年分】と18年度改定【１～３月】の効果計

 （*1）



（２）歳入確保の実績

・課税、納税の取組 １６５億円 ・課税、納税の取組 ３２５億円 ・課税、納税の取組 １２４億円 ・課税、納税の取組 ６５億円 ・課税、納税の取組 ４０億円
　　（９・10年度） 　　（注）財政再建プログラム案に基づく取組分 　　（注）行財政計画案に基づく取組分 　　（注）同左 　　（注）同左

・法人二税に係る超過課税 ・法人二税に係る超過課税 ・法人二税に係る超過課税 ・法人二税に係る超過課税 ・法人二税に係る超過課税
３年間で ８８６億円 ３年間で ７２３億円 ３年間で ８２５億円 ２年間で ７２５億円 ４１６億円

・府有財産売払い促進 １５９億円 ・府有財産売払い促進 ２７７億円 ・府有財産売払い促進 ３４０億円 ・府有財産売払い促進 ３５８億円 ・府有財産売払い促進 １６０億円
・広告事業収入の確保 １．３億円 ・広告事業収入の確保 ０．８億円

・長期貸付金の
　　　　　　　　前倒し償還 ９億円

・使用料・手数料見直し １３億円 ・使用料・手数料見直し ２３億円 ・使用料・手数料見直し ７億円 ・使用料・手数料見直し １億円 ・使用料・手数料見直し
　　（平年度ベース 25億円） 　　（平年度ベース 50億円） 　　（平年度ベース 27億円） 　　（平年度ベース １億円）

計

　　・ 歳出削減、抑制　 (ａ)～(ｅ)計　＝　約６，４８１億円

（注１）昇給停止の効果額は平成１４年度分（累計額）のみ算入。

（注２）人員削減の効果額は、１人あたり１，０００万円とみなす。

　　・ 歳入確保　　　　　 (ｆ)～(ｊ)計 　＝　約５，６４３億円

※なお、平成１８年度及び平成１９年度の数値は一部予算上（最終、当初）での取組を見込んでおり、今後、決算において変動することがある。

平成８年度～平成１９年度合計

(i)　約１，１５０億円(f)　約１，２２３億円 (g)　約１，３４８億円 (h)　約１，３０５億円
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区分 平成８～１０年度 平成１１～１３年度 平成１４～１６年度

(j)　約６１７億円

平成１９年度（当初）

（*1）人件費の抑制 ・・・２，９３４億円
（*2）事業の見直し　・・・３，５４７億円


